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令和８年度財政投融資計画要求の概要
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当初計画額

改定額（補正＋弾力）

（参考）財政投融資計画額の推移（フロー）
（兆円）

（注）当初計画ベース。【 】は補正による改定額及び弾力追加額を加えた計数。

平成 令和
（年度）

（単位:億円）
７年度 ８年度

当初計画 要求 増減 伸率
財政投融資 121,817 121,634 ▲ 183 ▲0.2％

財政融資 97,511 90,650 ▲ 6,861 ▲7.0％
産業投資 4,799 6,179 1,380 28.8%
政府保証 19,507 24,805 5,298 27.2％

（参考）

財投改革
初年度 リーマン・ショック 東日本

大震災

新型コロナウイルス感染症対策

（要求）

※国際協力銀行（JBIC）における米国関税措置に関する日米交渉に関連する令和８年度要求については事項要求。
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218 244 26 ( 11.9 )

66,728 60,867 ▲ 5,861 ( ▲ 8.8 )

31,608 28,909 ▲ 2,699 ( ▲ 8.5 )

（国民一般向け業務） 12,230 9,000 ▲ 3,230 ( ▲ 26.4 )

（中小企業者向け業務） 10,390 10,200 ▲ 190 ( ▲ 1.8 )

（農林水産業者向け業務） 6,194 6,840 646 ( 10.4 )

（特定事業等促進円滑化業務） 1,804 1,879 75 ( 4.2 )

（危機対応円滑化業務） 990 990 -                 ( 0.0 )

1,615 1,642 27 ( 1.7 )

14,680 14,100 ▲ 580 ( ▲ 4.0 )

18,825 16,216 ▲ 2,609 ( ▲ 13.9 )

21,183 25,841 4,658 ( 22.0 )

うち 5,147 5,382 235 ( 4.6 )

1,946 3,140 1,194 ( 61.4 )

1,026 2,244 1,218 ( 118.7 )

4,900 4,500 ▲ 400 ( ▲ 8.2 )

5,200 7,310 2,110 ( 40.6 )

1,121 1,407 286 ( 25.5 )

22,699 22,688 ▲ 11 ( ▲ 0.0 )

10,989 11,994 1,005 ( 9.1 )

うち 7,200 7,200 -                 ( 0.0 )

800 1,400 600 ( 75.0 )

121,817 121,634 ▲ 183 ( ▲ 0.2 )合  計

３．独立行政法人等

⑤（独）日本学生支援機構

⑥（独）福祉医療機構

⑦（独）住宅金融支援機構

⑧（独）都市再生機構

⑨（独）日本高速道路保有・債務返済機構

⑩（独）エネルギー・金属鉱物資源機構

４．地方公共団体

５．特殊会社等

⑪（株）日本政策投資銀行

⑫（株）産業革新投資機構

１．特別会計

２．政府関係機関

➀（株）日本政策金融公庫

② 沖縄振興開発金融公庫

③（株）国際協力銀行

④（独）国際協力機構

区  分
令和７年度

当 初 計 画

令和８年度

要   求
増 減 ( 伸 率 )

主な機関の要求額

（※）要求額1,000億円以上の機関の増減比較
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(単位:億円、％)

1,117 1,403 286 (25.6)

1,000 1,250 250 (25.0)

800 800 － (0.0)

700 700 － (0.0)

500 680 180 (36.0)

162 679 517 (319.1)

350 450 100 (28.6)

100 90 ▲ 10 (▲ 10.0)

50 72 22 (44.0)

20 55 35 (175.0)

4,799            6,179            1,380 (28.8)

⑧ （株）海外需要開拓支援機構

⑨　沖縄振興開発金融公庫

⑩ （独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構

合    計

⑤ （株）海外通信・放送・郵便事業支援機構

⑥ （株）海外交通・都市開発事業支援機構

① （独）エネルギー・金属鉱物資源機構

② （株）国際協力銀行

③ （株）産業革新投資機構

④ （株）日本政策投資銀行

⑦ （株）脱炭素化支援機構

機　関　名
令 和 ７ 年 度
当 初 計 画

令 和 ８ 年 度
要 求

増　減  (伸　率)

産業投資の要求額
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産業投資の要求・計画額推移
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令和８年度財政投融資計画要求

７年度 ８年度 ７年度 ８年度 ７年度 ８年度 ７年度 ８年度 ７年度 ８年度 ７年度 ８年度
（特別会計）

食料安定供給特別会計  9  6  -  -  -  -  9  6  75  63  84  69

エネルギー対策特別会計  97  126  -  -  -  -  97  126  15,603  15,544  15,700  15,670

自動車安全特別会計  112  112  -  -  -  -  112  112  1,755  1,774  1,867  1,886
（政府関係機関）

(2,900) (2,900)

株式会社日本政策金融公庫  31,608  28,909  -  -  -  -  31,608  28,909  21,128  20,624  52,736  49,533

(100) (100)

沖縄振興開発金融公庫  1,565  1,570  50  72  -  -  1,615  1,642  131  272  1,746  1,914

(200) (200)

株式会社国際協力銀行  7,200  6,450  1,000  1,250  6,480  6,400  14,680  14,100  9,420  10,000  24,100  24,100

(800) (800)
独立行政法人国際協力機構  17,025  12,616  -  -  1,800  3,600  18,825  16,216  4,275  6,984  23,100  23,200

（独立行政法人等）

全国土地改良事業団体連合会  20  34  -  -  -  -  20  34  25  38  45  72

日本私立学校振興・共済事業団  294  288  -  -  -  -  294  288  306  312  600  600

(1,200) (1,200)

独立行政法人日本学生支援機構  5,147  5,382  -  -  -  -  5,147  5,382  765  1,070  5,912  6,452

(200) (200)

独立行政法人福祉医療機構  1,946  3,140  -  -  -  -  1,946  3,140  363  380  2,309  3,520

独立行政法人国立病院機構  490  456  -  -  -  -  490  456  54  10  544  466

(単位：億円)

自己資金等 再    計機    関    名
財政融資 産業投資 政府保証 合      計

参           考
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令和８年度財政投融資計画要求

７年度 ８年度 ７年度 ８年度 ７年度 ８年度 ７年度 ８年度 ７年度 ８年度 ７年度 ８年度

国立研究開発法人国立精神・神

経医療研究センター  -  7  -  -  -  -  -  7  -  -  -  7

国立研究開発法人国立成育医療
研究センター  12  12  -  -  -  -  12  12  -  -  12  12

国立研究開発法人国立長寿医療
研究センター  2  2  -  -  -  -  2  2  -  -  2  2

独立行政法人大学改革支援・学

位授与機構  348  325  -  -  -  -  348  325 △39 △19  309  306

独立行政法人鉄道建設・運輸施 (271) (1,270)

設整備支援機構  610  633  20  55  -  -  630  688  1,567  2,857  2,197  3,545

(11,441) (10,715)
独立行政法人住宅金融支援機構  376  344  -  -  650  1,900  1,026  2,244  13,700  12,576  14,726  14,820

(1,100) (1,000)

独立行政法人都市再生機構  4,900  4,500  -  -  -  -  4,900  4,500  9,704  9,016  14,604  13,516

独立行政法人日本高速道路保有 (1,310) (1,970)
・債務返済機構  -  -  -  -  5,200  7,310  5,200  7,310  25,966  22,879  31,166  30,189

(80) (130)
独立行政法人水資源機構  5  5  -  -  -  -  5  5  1,082  1,135  1,087  1,140

備機構  42  41  -  -  -  -  42  41  286  332  328  373

独立行政法人エネルギー・金属

鉱物資源機構  4  4  1,117  1,403  -  -  1,121  1,407  997  1,257  2,118  2,664
（地方公共団体）

地方公共団体  22,699  22,688  -  -  -  -  22,699  22,688  68,219  68,215  90,918  90,903

（特殊会社等）

株式会社脱炭素化支援機構  -  -  350  450  -  -  350  450  250  250  600  700

(6,600) (6,700)

株式会社日本政策投資銀行  3,000  3,000  700  700  3,500  3,500  7,200  7,200  17,900  18,300  25,100  25,500

(単位：億円)

自己資金等 再    計

国立研究開発法人森林研究・整

機    関    名
財政融資 産業投資 政府保証 合      計

参           考
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令和８年度財政投融資計画要求

７年度 ８年度 ７年度 ８年度 ７年度 ８年度 ７年度 ８年度 ７年度 ８年度 ７年度 ８年度

株式会社産業革新投資機構  -  -  800  800  -  600  800  1,400  3,100  3,700  3,900  5,100

一般財団法人民間都市開発推進

機構  -  -  -  -  1,100  600  1,100  600  100  100  1,200  700

(102) (92)

中部国際空港株式会社  -  -  -  -  122  127  122  127  282  431  404  558

株式会社民間資金等活用事業推

進機構  -  -  -  -  500  500  500  500  300  300  800  800

株式会社海外需要開拓支援機構  -  -  100  90  -  -  100  90  230  240  330  330

株式会社海外交通・都市開発事

業支援機構  -  -  162  679  35  148  197  827  21  77  218  904

株式会社海外通信・放送・郵便

事業支援機構  -  -  500  680  120  120  620  800  -  -  620  800

(26,304) (27,277)

 97,511  90,650  4,799  6,179  19,507  24,805  121,817  121,634

(単位：億円)

自己資金等 再    計

合     計

機    関    名
財政融資 産業投資 政府保証 合      計

参           考

　　４．株式会社国際協力銀行における米国関税措置に関する日米交渉に関連する令和８年度要求については、事項要求となっている。
　　５．地方公共団体における震災復興対応分の令和８年度要求額は、今後調整することとしているため、上記計数に含まれていない。
　　６．｢参考｣欄の計数は、それぞれ四捨五入によっている。
　　７．この計数は令和７年８月31日現在のものである。

　　２．｢７年度｣は令和７年度当初計画額、｢８年度｣は令和８年度要求額である。

　　３．｢自己資金等｣欄の(　)書は、財投機関債(独立行政法人等が民間金融市場において個別に発行する政府保証のない公募債券をいう。)の発行により調達する金
　　　額を内書したものである｡

(注)１．｢財政融資｣、｢産業投資｣及び｢政府保証｣は、それぞれ｢財政融資資金の長期運用に対する特別措置に関する法律｣(昭48法7)第5条第2項第1号、第2号及び第3号
　　　に掲げる運用、投資及び債務保証である。



財政制度等審議会 財政投融資分科会
説明資料

（日米政府の戦略的投資イニシアティブ等について）

2025年10月16日
国際局

資料２－１



日米政府の戦略的投資イニシアティブの概要

協議委員会
（日米両国で構成）

①
協議

②プロジェクトを
大統領に推薦

④資金

JBIC出融資

民間金融機関融資
（NEXI保証付き）

⑤プロジェクト
からの

キャッシュ
フロー

投資委員会
（議長：米商務長官）

米国大統領

米国投資法人

（計 5500億ドル）

プロジェクト
※ 半導体や医薬品、エネルギー等の経済・国家安全保

障上重要な分野が対象。

③ 選定

日本

④土地、水、電力、
エネルギー、オフテイク
契約、規制面の対応等

協議委員会は戦略的及び
法的な考慮事項について
インプットを提供。

⑥ SPVから得られる資金を分配
（１）日本が提供した資金の元利返済相当

分（保証料含む）を確保するまで、
日米が50:50で分配、

（２）残りについては、米国側の様々な貢献
に鑑み、米国90％、日本10％で分配。

特別目的事業体（SPV）

日本企業

参画

1



○ JBICに「日本戦略投資ファシリティ」を創設（2025年10月～2029年3月までの3年半）。
○ ９分野（注）を始めとする経済・国家安全保障上の重要分野における、日本企業の海外展開等を支援。これ
により、日本、及び米国を含む投資先国が、共に利益を得られる強靭なサプライチェーンを構築することを目指す。
（注） ９分野：半導体、医薬品、鉄鋼、造船、重要鉱物、航空、エネルギー、自動車、先端領域（AI・量子）

国 出融資
国際協力銀行（JBIC）

「日本戦略投資ファシリティ」

外
国
為
替

資
金
貸
付

民間金融機関

財
政
投
融
資

我が国が経済・国家安全保障
上利益を得られるような強靭な
サプライチェーンの構築等

出融資

国際協力銀行（JBIC）における「日本戦略投資ファシリティ」の創設

・半導体 ・医薬品
・鉄鋼  ・造船
・重要鉱物  ・航空
・エネルギー  ・自動車
・先端領域（AI・量子）

（例）

2



「株式会社国際協力銀行法施行令の一部を改正する政令」について

• 今後、日米間の戦略的投資イニシアティブに基づき、速やかに投資を促進していくことが求められる。また、日本企
業が戦略的な分野における海外展開を強化し、強靭なサプライチェーンを構築することは、我が国の経済・国家安
全保障を強化する上でも、極めて重要。

• これらを踏まえ、先般、政令を改正（９月２６日閣議決定）し、JBICによる先進国向けの事業等に係る業務
の対象を追加。

• 具体的には、先進国を仕向地とする輸出金融や、先進国における事業に関して行うことができる投資金融の対象
を新たに追加（下記）。

９分野
政令改正したもの（〇） （ - は政令改正が不要なもの）

輸出金融 投資金融

半導体 -

医薬 〇

鉄鋼 〇

造船 -

重要鉱物 〇 -

航空 -

エネルギー 〇 -

自動車 〇

AI・量子 -
3



⽇本国政府及びアメリカ合衆国政府の 

戦略的投資に関する了解覚書 



MEMORANDUM OF UNDERSTANDING BETWEEN 

THE GOVERNMENT OF JAPAN AND THE GOVERNMENT OF THE UNITED STATES OF 
AMERICA WITH RESPECT TO STRATEGIC INVESTMENTS 

THE GOVERNMENT OF THE UNITED STATES OF AMERICA AND THE GOVERNMENT 
OF JAPAN, 

AFFIRMING the importance of a strong and cooperative bilateral relationship; 

COMMITTED to faithfully and swiftly implementing the Framework Agreement between the 
United States and Japan announced on July 22, 2025, and

RECOGNIZING that it is in best interests of both nations for Japan to invest 
US$550 various sectors to 
advance economic and national security interests, including but not limited to semiconductors, 
pharmaceuticals, metals, critical minerals, shipbuilding, energy (including pipelines) and artificial 
intelligence/quantum computing;  

HAVE COME to the following understanding: 

 INVESTMENT SELECTION 

1. The President of the United States of America selects Investments that have been recommended
by the Investment Committee.

 INVESTMENT EXECUTION AND MANAGEMENT 

2. Investments should be made from time to time beginning on the date hereof until January 19,
2029; provided, that there should be no obligation to liquidate or dispose of any Investment by a
certain date or time or otherwise.

3. Pursuant to this Memorandum, the President of the United States establishes an Investment
Investment Committee  recommend and oversee Investments. 

4. The Investment Committee shall be chaired by the United States Secretary of Commerce and
include such other members selected by the Investment Committee from time to time. Any
prospective Investment that involves or materially affects the equities or strategic interests of one
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or more U.S. federal departments or agencies will involve, as determined by the Chairman of the 
Investment Committee, such department or agency. 

5. The Investment Committee should consult with a Consultation Committee comprising designees 
from both nations prior to its recommendation to the President.  The Consultation Committee 
should, inter alia, provide input to the Investment Committee as to relevant strategic 
and legal considerations. 

6. The U.S. Investment Accelerator shall be responsible for executing and documenting Investments 
and investment activities (including interfacing with the applicable Japanese institutions 
providing the financing) and managing and administering Investments pursuant to this 
Memorandum. 

 FUNDING 

7. The United States will from time to time present Investments to Japan for review and Japan will 
fund the related Investment Amount, on such date that is no less than 45 (forty five) Business 
Days after the date that Japan has been informed that the President has selected such Investment, 
in immediately available funds denominated in United States dollars into the account or accounts 
specified by the U.S. Investment Accelerator.  

8. Japan may, in its sole discretion, elect not to fund an Investment Amount for an Investment and 
will consult with the United States prior to any decision to not so fund. The United States 
reaffirms that if following the consultation process pursuant to this Memorandum, Japan does not 
fully fund any Investment Amount on or prior to the requested date ,
Japan will forfeit its entitlement to Distributions pursuant to the Deemed Allocation Amount and 
will instead receive Distributions pursuant to the Revised Allocation Amount and the reference to 
Deemed Allocation Amount in Paragraph 13(a) will rather be a reference to the Revised 
Allocation Amount.  The difference between the amount that the United States would have 
received pursuant to the Deemed Allocation Amount and the amount it actually receives pursuant 
to the Revised Allocation Amount will be referred to as the Catch-up Amount . Until the United 
States has received a Catch-up Amount equal to the Unfunded Amount, Distributions will be 
made in accordance with the Revised Allocation Amount and once the United States has received 
such amount Distributions will resume pursuant to the Deemed Allocation Amount.  In the case 
where Japan elects not to fund, the United States may also impose tariff rate or rates on Japanese 
imports into the United States at the rate determined by the President.  During the period that 
Japan is faithfully implementing this Memorandum and has not failed to fund any Investment 
Amount, the United States does not intend to raise tariff rate or rates from those agreed to in the 
Framework Agreement between Japan and the United States announced on July 22, 2025 on 
products that are the subject of such Agreement.  

9. The United States, intends, where feasible, to arrange leases for United States federal land, 
access, water, power and/or energy to projects underlying Investments as well as seeks to arrange 
off-take arrangements. Subject to Applicable Laws (as defined below), the United States intends 
to expedite any applicable regulatory processes in connection with any of the projects underlying 
Investments.  

 JAPANESE VENDORS AND SUPPLIERS  
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10. In selecting vendors and suppliers to provide goods and services to any Investments and any 
projects underlying Investments, the Investment Committee should, where feasible and available,  
select Japanese vendors and suppliers in lieu of comparable foreign vendors and suppliers.  

 CASH FLOWS AND DISTRIBUTIONS 

11. The United States will form a new Investment SPV in connection with each Investment.  Each 
Investment SPV will be managed and governed by the United States or its designees in the 
capacity of a general partner. Each Investment SPV is intended to have governance and 
distribution provisions substantially in the form agreed and consistent with the following 
paragraphs 12 through 15 (as may be adjusted as necessary for the ultimate corporate form of the 
Investment SPV).  

12. The United States shall cause all free cash flows from Investments to be distributed pursuant to 
this Memorandum. The managing or governing body of any project underlying an Investment 
shall, from time to time, cause available cash flows from such underlying project to be distributed 
to the applicable Investment SPV. 

13. Subject to paragraph 8, distributions of available cash flows from an Investment (each, a 
Distribution shall be made by the applicable Investment SPV in US Dollars from time to time 

at such times and in such amounts in the following order of priority:  

(a) First, 50% to USA and 50% to Japan (net of U.S. Taxes), until an aggregate amount equal 
to the Deemed Allocation Amount has been distributed to each; and  

(b) Thereafter, 90% to USA and 10% to Japan. 

14. Distributions will be in the form of cash and should be deemed to be made first toward the 
amount corresponding to clause (C) in the definition of Deemed Allocation Amount followed by 
clause (A) in the definition of Deemed Allocation Amount. 

NO OBLIGATION TO REFER INVESTMENTS 

15. Neither the United States nor Japan should have any obligation to refer any potential investment 
opportunity to the Investment Committee.  

INVESTMENT SECTORS 

16. Investments in the United States are intended to focus on sectors deemed to advance economic 
and national security interests, including but not limited to semiconductors, pharmaceuticals, 
metals, critical minerals, shipbuilding, energy (including pipelines), and artificial 
intelligence/quantum computing. 

EXCULPATION AND LIMITATION OF LIABILITY  

17. None of the United States, Japan, the Investment Committee, nor any of their respective 
divisions, departments, employees, agents, designees or related persons should be liable to the 
United States, Japan or any other person for any exercise of judgment or action or inaction made 
in respect of any Investments. Notwithstanding any other paragraph of this Memorandum or any 
duty otherwise existing at law or in equity, each of the United States and Japan hereby decide that 
neither it nor its divisions, departments, employees, agents, designees or related persons shall 
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owe, in respect of this Memorandum or any Investments, any fiduciary duties to the other, or any 
other person in relation to their respective roles or services, or to any action taken or any failure 
to take action in their capacity as such. 

EXPENSES 

18. Each of the United States and Japan should bear its own expenses in connection with the 
organization and operation of Investments; provided that the United States and Japan may seek 
reimbursement of reasonable out-of-pocket expenses incurred in connection with Investment 
execution from available funds of any Investment SPV. 

SETTLEMENT OF DIFFERENCES OR DISPUTES  

19. It is the intent of the United States and Japan, that to the maximum extent possible, any difference 
or dispute which may arise between the United States and Japan as a result of an interpretation 
and/or implementation of this Memorandum be solved amicably through mutual consultations, 
including in the framework of the Consultation Committee. 

LEGAL CHARACTER 

20. Each of the United States and Japan declare their intention to abide by their respective domestic 
agreements and laws (or any successor agreements or laws . 

21. This Memorandum is an administrative understanding between each of the United States and 
Japan and does not create legally binding rights and obligations. This Memorandum does not 
confer any rights or benefits on any third party and does not give rise to any rights or obligations 
under Applicable Laws of either the United States and Japan or under international law. 

22. Nothing in this Memorandum should conflict with Applicable Laws of each of the United States 
and Japan.  

23. Capitalized terms used in this Memorandum without definition shall have the meanings set forth 
in Appendix. 

 MODIFICATION AND DISCONTINUATION 

24. This Memorandum will become effective upon last signature and will be in effect until 
discontinued. This Memorandum may, at any time, be modified upon mutual written concurrence 
of the United States and Japan. Either Side may discontinue this Memorandum at any time with 
written notice to the other Side of its intent to discontinue, while endeavoring to amicably resolve 
differences or disputes in line with paragraph 19 of this Memorandum. In such cases, both Sides 
should consult amicably the handling of existing Investments that have already been made.  Each 
of the United States and Japan is expected to provide written notice to the other regarding any 
changes to its Applicable Laws that affect the operation of this Memorandum.   
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 SIGNATURE 

SIGNED at Washington, District of Columbia, USA, in duplicate, this 4th day of September 
2025. 

FOR THE GOVERNMENT 
OF JAPAN  

FOR THE GOVERNMENT 
OF THE UNITED STATES OF AMERICA  

  
 

  
 

 

 

  

  



6 

 APPENDIX 

 DEFINITIONS 

For the purposes of this Memorandum of  

Amortization Carryover Amount means with respect to a given period, the extent to which the 
distributable cash flow on any Investment at the time of a Distribution is not sufficient to pay the 
amounts payable pursuant to clause (B) of the Deemed Allocation Amount definition (or clause 
(A) of the Revised Allocation Amount definition as the case may be).  

Base Rate means SOFR term rate for a six-month tenor (6-month SOFR).    

Business Day means any day other than a Saturday, Sunday or other day on which banks are 
authorized or required by law to be closed in New York, NY or Tokyo, Japan. 

Carryover Amount with respect to an Investment means the Interest Carryover Amount plus the 
Amortization Carryover Amount (each to the extent unpaid). 

Deemed Allocation Amount with respect to an Investment means an amount equal to the sum 
of: 

(A) the product of: 
 

(i) Deemed Interest Rate as of the date on which such Investment was funded by 
Japan and 
 
(ii) the Investment Amount less prior distributions pursuant to clause (B) in 
respect of such Investment (but in no event less than zero) plus the Interest 
Carryover Amount;  

(B)  the Investment Amount divided by the lesser of (x) the anticipated life of the project 
underlying such Investment as determined in good faith by the United States upon 
consultation with Japan and (y) 20; and  

(C) any Carryover Amount.  

Deemed Interest Rate with respect to an Investment means the Base Rate plus the Spread.  

Interest Carryover Amount means with respect to a given period, the extent to which the 
distributable cash flow on any Investment at the time of a Distribution is not sufficient to pay the 
amount payable pursuant to clause (A) of the Deemed Allocation Amount definition.  

Investment means any investment made pursuant to this Memorandum. 

Investment Amount means, in respect of any Investment, the amount to be funded by Japan for 
such Investment.  

Investment SPV means, in respect of any Investment, a separate special purpose vehicle in 
connection with such Investment.  

Revised Allocation Amount with respect to an Investment means an amount equal to the sum of: 
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(A) the Investment Amount divided by the lesser of (x) the anticipated life of the project 
underlying such Investment (as expressed as a number of years) as determined in good 
faith by the United States upon consultation with Japan and (y) 20; and  

(B) any Amortization Carryover Amount.  
 
Spread means for each Investment, a number of basis points that have been agreed in good faith 
by the United States and Japan as representing the funding costs and risk premium for such 
Investment; provided in no case shall the Spread exceed the average spread that the Japan Bank 
for International Cooperation and commercial banks with guarantees from the Nippon Export and 
Investment Insurance have charged for loans with a maturity of ten years or longer in the 
preceding six months.  
 
U.S. Investment Accelerator 
Investment Accelerator. 
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日米政府の戦略的投資イニシアティブ等について
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JBICの概要

 設立 2012年（平成24年）4月1日（旧日本輸出入銀行1950年（昭和25年）設立）

 役職員数 740人（2025年度予算定員）

 資本金 2兆3,328億円

 支店・事務所 19ヶ所

 出融資残高 15兆7,921億円

 保証残高 1兆3,290億円

株式会社国際協力銀行（Japan Bank for International Cooperation）

一人当たりの与信残高（海外類似機関との比較）

（2025年3月31日時点）

国内・海外拠点
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JBICの業務目的

我が国及び国際経済社会の健全な発展に寄与

第一条 株式会社国際協力銀行は、一般の金融機関が行う金融を補完することを旨としつつ、我が国にとって重要な資
源の海外における開発及び取得を促進し、我が国の産業の国際競争力の維持及び向上を図り、並びに地球温暖化
の防止等の地球環境の保全を目的とする海外における事業を促進するための金融の機能を担うとともに、国際金融秩
序の混乱の防止又はその被害への対処に必要な金融を行い、もって我が国及び国際経済社会の健全な発展に寄与
することを目的とする株式会社とする。

資源の確保 国際競争力の維持・向上 金融秩序混乱への対応

・資源の権益取得/輸入
・資源インフラ等の事業環境整備
・資源国との関係強化

・海外市場・経営資源の確保
・ネットワークの高度化・安定化
・投資環境整備/市場育成
・経済連携・地域協力

・市場育成・安定化
・金融危機への対応

ミッション遂行のため、ニーズにマッチした最適な手法を活用。
市場を創出・仲介する機能も積極的に発揮。

輸出金融 輸入金融 投資金融 事業開発等金融

出資 貸付 保証 公社債取得 証券化

ミッション

支援メニュー

地球環境保全

・再生可能エネルギー
・省エネ
・グリーンモビリティ
・スマートエナジー
・スマートシティ

株式会社国際協力銀行法（平成二十三年五月二日法律第三十九号）（抄）
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JBICの中期経営計画

○ 第５期中期経営計画（2024～2026年度）において、ロシアによるウクライナ侵攻、先進国とグローバ
ルサウスの関係性の大きな変化、サプライチェーンの再構築やエネルギー・食料問題を含む経済安全保障
の確保、インフレ・債務コスト増等の国際金融環境の変化といった歴史的・構造的課題・変化に直面し、
不確実性を増す世界情勢を踏まえ、政策金融の視点から重点的に取り組んでいくべきと考える課題（重
点取組課題）を設定。

時代や環境に即応し、価値創造していくため、

役職員の能力を最大限発揮できるエンゲー

ジメントの高い組織へ進化していく

様々なステークホルダーと共に、世界共通の

課題であるカーボンニュートラルや相手国が

抱える社会課題を達成・解決し、持続可能な

未来を実現する

エネルギー安全保障やサプライチェーン再構

築等による経済安全保障の確保、スタート

アップを含む革新的技術・新事業の展開、中

堅・中小企業の海外展開への支援を通じ、我

が国産業の強靱化と創造的変革に貢献する

グローバルな視座を持った政策金融機関と

して、多国間連携や特別業務を含むリスク

テイク機能等独自のソリューションを活用し、

対外経済政策実現を後押しする

歴史的・

構造的変化

第５期中期経営計画の重点取組課題の考え方

持続可能な
未来の実現

我が国産業の
強靱化と
創造的変革の支援

戦略的な
国際金融機能の
発揮による独自の
ソリューション提供

価値創造に向けた
組織基盤の
強化・改革

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

カーボンニュートラルと

経済成長の両立

エネルギー安全保障の重要性

サプライチェーンの分断

デリスキングの

重要性の高まり

先進国とグローバルサウス

との関係性の変化

国際社会の多軸化の進行

生成AIに象徴される

DX普及や革新的技術

の開発・実装とクリーン電力確

保等新たな課題への対応

インフレと

債務コスト増など

国際金融環境の変化

我が国の労働市場の変容・

人口減少を踏まえた

「人への投資」進展
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JBICの資金調達構造

○ JBICは、財投計画による財政融資・産業投資・政府保証（外債等）のほか、政策的に特に重要な分
野への投資については外為特会からの融資により資金を調達。また、財投機関債や外貨建長期借入金
による調達も行っている。
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JBICの一般業務と特別業務の概要

○ JBICは、従来から、日本企業による海外の資源・インフラ案件や海外M&A等への支援を行ってきたが
（一般業務）、これに加えて、特に海外インフラ案件について、更なるリスクテイクを可能とする「特別業
務」を2016年10月より開始。

○ 一般業務及び特別業務は、区分経理した上で勘定毎の「収支相償の原則」を規定する一方、特別業
務については、リスクテイク機能を強化する観点から、個別案件毎の「償還確実性の原則」を免除。

発電
事業者

日本企業

出資等

現地政府等

融資

電力料金
支払い

JBIC

民間銀行
電力公社

電力供給

元本返済
利払い

高い信用力を有する電力公社からの電気料金支払等により償還確実性を確保

現地政府

コミットメント

発電
事業者

日本企業

出資等

現地政府等

融資

電力料金
支払い

JBIC

民間銀行
電力公社

信用力が低い場合

元本返済
利払い

信用力が低い場合でも、充分な期待収益が見込まれる案件については、投融資の可能性を検討

現地政府

コミットメント

一般業務のスキーム例 特別業務のスキーム例

電力供給
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JBICの令和８年度要求の概要

○ 事業規模は、前年計画比同額を見込む一方、社債償還金減少による自己資金の増加等を踏まえ、財
政投融資は前年計画比▲580億円（一般業務▲680億円、特別業務＋100億円）を要求。

○ 一般業務勘定の産業投資については、与信集中及びリスクアセットの増加に対応したリスクバッファに加え、
令和５年JBIC法改正による新規業務遂行のための財務基盤強化の計1,150億円を要求。

○ なお、米国関税措置に関する日米交渉に関連する要求については、事項要求している。
（単位：億円）

合計
一般業務 特別業務

8年度要求 7年度計画 増減 8年度要求 7年度計画 増減 8年度要求 7年度計画 増減

事業規模 24,100 24,100 － 23,000 23,000 － 1,100 1,100 －

財政投融資 14,100 14,680 ▲580 13,800 14,480 ▲680 300 200 100

財政融資 6,450 7,200 ▲750 6,450 7,200 ▲750 － － －

産業投資 1,250 1,000 250 1,150 1,000 150 100 － 100

政府保証
（5年以上） 6,400 6,480 ▲80 6,200 6,280 ▲80 200 200 －

自己資金等 10,000 9,420 580 9,200 8,520 680 800 900 ▲100

うち社債償還金 ▲12,180 ▲15,950 3,770 ▲12,180 ▲15,950 3,770 － － －

6



近年の一般業務の事業規模の推移

○ 大型のM&A案件支援等の新規案件組成が進まなかったことや、大型案件における借入手続きの遅延
等を要因に、事業規模は2021年度から2023年度にかけて減少。

○ なお、出融資承諾額（コミットベース）については、 2022年度：22,200億円、2023年度：18,076
億円、2024年度： 13,766億円で推移している（注）。

（注）保証承諾額も含めた承諾額（コミットベース）合計は、2022年度：23,153億円、2023年度：20,379億円、2024年度：
14,989億円。

（注）計画は補正後の金額。

（億円）
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近年の特別業務の事業規模の推移

○ 各案件のリスクの高さから、事業者及びJBICによる案件組成・投資意思決定に時間を要していること等
を要因に、事業規模は2016年度の業務開始以降、案件組成は限定的（注１）。

○ なお、出融資承諾額（コミットベース）については、 2022年度：127億円、2023年度：実績なし、
2024年度：72億円（注２）。

（注１）2024年10月、JBICはスタートアップ投資体制の強化のため、スタートアップ投資戦略を策定し、スタートアップ投資委員会を設立。
（注２）保証承諾額はなし。

（注）計画は補正後の金額。
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特別業務の運用体制見直し（スタートアップ）
○ JBICはスタートアップ投資委員会及び投資チームを立ち上げ、2024年10月より、下記を骨子とする投資

戦略に基づき、日本・海外のスタートアップへの投資活動を開始。
○ JBICは、投資活動を通じて、我が国発スタートアップの海外展開、及び海外スタートアップと我が国企業の

協業支援による我が国産業界の国際競争力強化への貢献により、日本のスタートアップ・エコシステムの育
成に資することを目指す。

1. 投資対象

3. 投資ステージ等

海外で新たに事業を行う日本発スタートアップ

（日本法人／日本人が創業・出資する海外法人）

シンガポールを中心とするASEANスタートアップ

産業変革（Industrial Transformation）

サステナビリティ（Sustainability Transformation）IX

SX
（例）Enterprise Software, AI, Robotics, Logistics, Fintech, Insure-tech, 

E-Commerce, Food, Agtech, Energy, Mobility, Climate-tech

ステージ ：ミドル・レイター（シリーズB～）中心

投資期間 ：３年間（～2027年９月）

回収期間 ：12年間（～2036年９月）

チケットサイズ ：１～10億円程度
（１件あたり投資額）

2. 投資テーマ
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出融資実績

（億円）

中南米
1,344億円
（7.5%）

アジア
3,074億円
（17%）

西ヨーロッパ
3,006億円
（17%）北米

3,617億円
（20%）

中東
1,868億円
（10%）

アフリカ
448億円
（2%）

その他
4,605億円
（26%）

地域別出融資実績（2024年度） 地域別出融資残高（2024年度末）

分野別出融資実績（2015～2024年度）

5,300 7,118 
4,902 5,103 6,432 

3,056 5,004 6,559 
3,105 4,480 

1,995 
2,760 

3,671 3,406 
3,636 

4,351 
4,547 

3,499 

3,283 

6,153 

13,437 
12,018 

8,501 
5,591 

6,823 11,074 
10,833 7,869 

6,187 

7,137 

307 
108 

197 

414 

150 
122 

373 
186 

167 

192 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

資源 インフラ 製造業・他 出資

アジア
36,492億円
（23%）

北米
30,996億円
（20%）

西ヨーロッパ
28,866億円
（18%）

中南米
21,539億円
（14%）

中東
19,636億円
（12%）

アフリカ
3,339億円
（2%）

その他
17,055億円
（11%）
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財務状況

一般業務勘定 特別業務勘定

（単位：億円）貸借対照表（令和7年3月31日）

科目 金額 科目 金額
資産の部 201,062 負債の部 172,103
　 現金預け金 24,486    借用金 87,162
　 有価証券 2,939    社債 61,196
　 貸出金 154,005    支払承諾 13,253
　 支払承諾見返 13,253    その他 10,489
　 貸倒引当金 ▲5,017 純資産の部 28,959
　 その他 11,394  　資本金 20,045

   利益剰余金 11,618
 　  その他有価証券評価差額金 283
   繰延ヘッジ損益 ▲2,987

資産の部合計 201,062 負債及び純資産の部合計 201,062

※単位未満切り捨て

（単位：億円）損益計算書（令和7年3月期）

（単位：億円）貸借対照表（令和7年3月31日）

科目 金額 科目 金額
資産の部 3,353 負債の部 67
　 現金預け金 3,113    借用金 42
　 有価証券 75    その他 25
　 貸出金 138 純資産の部 3,286
   その他資産 25  　資本金 3,283
　 貸倒引当金 0    利益剰余金 2

   繰延ヘッジ損益 1
資産の部合計 3,353 負債及び純資産の部合計 3,353

（単位：億円）損益計算書（令和7年3月期）

※単位未満切り捨て
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科目 金額 科目 金額
経常費用 9,353 経常収益 10,194
   資金調達費用 8,665    資金運用収益 9,819
　 役務取引等費用 33 　 役務取引等収益 203
　 その他業務費用 40 　 その他業務収益 7
　 営業経費 289 　 その他経常収益 163
　 その他経常費用 325
経常利益 840
特別損失 - 特別利益 0
当期純利益 840

科目 金額 科目 金額
経常費用 43 経常収益 39
   資金調達費用 6    資金運用収益 11
　 役務取引等費用 1 　 役務取引等収益 1
　 営業経費 4 　 その他経常収益 27
　 その他経常費用 30

経常損失 3
当期純損失 3
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